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要旨：あらかじめ水酸化カルシウムを添加した溶液に CO2 を注入し，溶液中に炭酸カルシウムを生成させた

ものを練混ぜ水として用いたコンクリートの各種の品質を調べた。その結果，練混ぜ水に上水道水を用いた

場合と比べて，圧縮強度は増加するが曲げおよび割裂引張強度は同等であること，長さ変化率や中性化，塩

分浸透および凍結融解に対する抵抗性も同等ないしはそれ以上であることを確認した。また，CO2 を注入し

た水酸化カルシウム溶液を練混ぜ水に用いることで，上水道水を用いた場合に比べて，コンクリート製造時

の CO2排出量を約 14kg/m3削減できると試算された。 
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1. はじめに 

 2050年のカーボンニュートラルの実現 1)に向け，コン

クリート分野においてもCO2排出量の削減に資する様々

な技術開発が進められている。具体的な対応策のひとつ

として，環境負荷の小さい材料を用いる手法があり，高

炉スラグ微粉末などの産業副産物を混和材として大量に

使用し，単位セメント量の使用量を削減する技術 2)など

がある。また，セメントの炭酸化反応に着目し，製造後

のコンクリート部材に炭酸化養生を施すことで，コンク

リート中に CO2を固定化する研究 3)も行われている。し

かし，前者は産業副産物の貯蔵・計量，後者は炭酸化養

生のための設備が必要となる課題もある。 

そのため，レディーミクストコンクリート工場や現

場プラントで製造する一般的なコンクリートを対象とし

て，大がかりな設備を追加することなく，CO2 排出量を

削減する手法を検討することも重要である。その手法の

ひとつとして練混ぜ時にミキサ内部で液化CO2を噴射す

る取組み 4)等もなされているが，研究事例は少ない。 

一方で，著者らは前報にて，あらかじめ粉体の

Ca(OH)2を添加した溶液に CO2を注入し，CaCO3として

CO2 を固定した溶液を練混ぜ水(以下，CO2 固定練混ぜ

水)に用いたセメントペーストに関する実験を行い，

CO2 固定量が大きくなること，硬化組織が緻密化され空

隙率が小さくなったことにより，圧縮強度が大きくなる

ことを報告した 5)，6)。 

そこで本研究では，前報の知見を踏まえ，図－1 に示

すフローで製造するCO2固定練混ぜ水を用いたコンクリ

ートの強度特性や耐久性などの基礎的性質について検討

した。 

 

2. 試験概要 

2.1 試験ケースと使用材料 

 試験ケースおよびコンクリートの配合を表－1，使用

材料を表－2 に示す。練混ぜ水には，上水道水もしくは

CO2固定練混ぜ水を用いた。 

 コンクリートの配合は，試験ケース No.1，No.2 では，

Wmix/Cを 55.0%とした。ここで，Wmixとは練混ぜ水の質

量であり，No.2 は溶液中の CaCO3 粒子を含んだ質量で

ある。このため，No.2 はセメントと CaCO3 粒子を合計

した粉体に対する上水道水の質量比(W/P)が，No.1 と相

違することになる。そこで，試験ケース No.3 では，

No.1と同じ W/P=55.0%とした。 

2.2 CO2固定練混ぜ水の作製 

 Ca(OH)2 溶液は，Ca(OH)2 試薬を上水道水に添加する

ことで作製した。Ca(OH) 2試薬の添加量は，前報 5)，6)で

検討した範囲を参考にし，濃度 1mol/L となるよう調製

した。Ca(OH)2 溶液に対し，CO2 ガスシリンダーを用い，

写真－1 に示す市販の炭酸水メーカーにより CO2を注入

して CO2固定練混ぜ水を作製した。CO2注入量は，溶液

の質量が 44g/L(1molの CO2)増加することで確認した。 
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図－1 練混ぜ水およびコンクリートの製造フロー 
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2.3 コンクリートの作製 

前節で調製したCO2固定練混ぜ水を用いてコンクリー

トを作製した。練混ぜには強制二軸練りミキサを用い，

1 バッチの練混ぜ量は 50L とした。練混ぜ方法は，セメ

ントおよび骨材を投入して 10 秒間練り混ぜた後，あら

かじめ化学混和剤を溶解した練混ぜ水を投入して 90 秒

間練り混ぜる方法とした。練混ぜ水は十分に攪拌しなが

ら投入した。化学混和剤の添加量は目標値(スランプ：

12±2.5cm，空気量：4.5±1.5%)となるよう適宜調整し

た。練混ぜは 20℃の試験室内で行った。 

2.4 試験項目および試験方法 

 試験項目および試験方法を表－3 に示す。本研究では，

CO2 固定練混ぜ水を用いて作製したコンクリートの基礎

的性質を把握するためにフレッシュ性状，強度特性(圧

縮強度，曲げ強度，割裂引張強度)，耐久性(耐凍害性，

中性化抵抗性，塩分浸透抵抗性)，断熱温度上昇特性，

長さ変化について検討した。 

(1) フレッシュ試験 

 練上がり 3 分後のコンクリートを練り舟内に排出し，

スコップで十分に練り返した後，スランプは JIS A 1101，

空気量は JIS A 1128，コンクリート温度は JIS A 1156 に

準拠してそれぞれ測定した。 

(2) 強度試験 

材齢 7，28，91 日に，圧縮強度は JIS A 1108，曲げ強

度は JIS A 1106，割裂引張強度は JIS A 1113 に準拠して

それぞれ試験に供した。供試体の寸法は，圧縮強度試験

および割裂引張試験用でφ100×200mm，曲げ強度試験

用で 100×100×400mm とし，試料採取の翌日に脱型し，

所定の材齢まで 20℃で水中養生した。 

(3) 凍結融解試験 

材齢 28 日の供試体について JIS A 1148 A 法(水中凍結

融解試験方法)に準拠して行った。供試体寸法は，100×

100×400mm とした。凍結融解の温度管理は，供試体中

心部の温度によって行い，各サイクルにおける最高温度

は 5±2℃，最低温度は-18±2℃の範囲内，1 サイクルに

要する時間は 3 時間以上 4 時間以内とし，300 サイクル

まで行った。測定項目は，たわみ振動の一次共鳴振動数

と供試体の質量とした。 

(4) 促進中性化試験 

材齢 28 日まで 20℃水中養生した後，材齢 56 日まで

20℃気中養生した供試体について，JIS A 1153 に準拠し

て促進中性化試験を行った。供試体寸法は，100×100×

400mmとした。打込み面以外の 5面をアルミテープでシ

ールした供試体を CO2 濃度 5%，温度 20℃，相対湿度

60%の条件で養生した。促進中性化期間は 7，28 日とし，

表－2 使用材料 

種類 記号 摘要 

水 W 上水道水 

セメント C 
普通ポルトランドセメント 

密度 3.16g/cm3 

水酸化カ

ルシウム 
Ca(OH)2 試薬(特級) 

炭酸カル

シウム 
CaCO3 

CO2固定練混ぜ水に含まれる 

CaCO3粒子 

細骨材 S 掛川産陸砂，表乾密度 2.57g/cm3 

粗骨材 G 砕石 2005，表乾密度 2.72g/cm3 

化学 

混和剤 

SP 高性能 AE減水剤 

HWR AE減水剤(高機能タイプ) 

AE 空気量調整剤(100倍希釈溶液で使用) 

 

 

写真－1 CO2ガスシリンダーと炭酸水メーカー 

 

表－1 試験ケースおよびコンクリートの配合 

No. 練混ぜ水の種類 
Wmix*/C 

(%) 

W/P** 

(%) 

s/a 

(%) 

単位量(kg/m3) 

W CaCO3 C S G 

1 上水道水 55.0 55.0 

46.0 

160 0 291 831 1032 

2 CO2固定練混ぜ水 55.0 47.0 144 16 291 843 1047 

3 CO2固定練混ぜ水 65.1 55.0 160 18 273 830 1031 

*Wmix(練混ぜ水) = W+ CaCO3  **P(粉体)  = C+ CaCO3 
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供試体断面にフェノールフタレイン溶液を噴霧すること

で，中性化深さを測定した。 

(5) 塩分浸漬試験 

 材齢 28 日まで 20℃水中養生した後，JSCE-G572 に準

拠して塩分浸漬試験を実施した。供試体寸法は，φ100

×150mm とした。打込み面以外をエポキシ樹脂で塗布

してシールした。10%NaCl 溶液で 91 日間浸漬を行い，

供試体断面に硝酸銀溶液を噴霧することで，塩分浸透深

さを測定した。 

(6) 断熱温度上昇試験 

断熱温度上昇特性の測定は，空気循環式断熱温度上

昇試験装置を用い，材齢 14日まで行った。 

(7) 長さ変化試験 

 材齢 7 日まで水中養生した後，JIS A 1129 に準拠した

長さ変化試験を行った。供試体寸法は，100×100×

400mmとした。 

 

3. 試験結果および考察 

3.1 フレッシュ性状 

 スランプおよび空気量の試験結果を表－4 に示す。

CO2 固定練混ぜ水を用いた場合でも，化学混和剤に高性

能 AE 減水剤を使用し，適宜添加量を調整することで，

目標とするスランプおよび空気量を確保することが可能

であった。 

3.2 強度特性 

圧縮強度の試験結果を図－2 に示す。CO2 固定練混ぜ

水を用いたコンクリートの圧縮強度は，同じ W/P の上

水道水を用いた場合と比べて，材齢 7 日で同等であり，

材齢 28日以降で大きくなった。このことは，Ca(OH)2溶

液に CO2 を注入することで生成した CaCO3 粒子は圧縮

強度の増加に寄与することを示しており，前報 5)，6)で得

られた知見と一致した。言い換えると，CaCO3の生成に

より，単位セメント量を低減することが可能であると考

えられる。著者らはセメントペーストの検討において，

CO2 固定練混ぜ水を用いた場合，カルシウムアルミネー

ト系水和物の生成量が増大したことにより，硬化組織が

緻密化され空隙率が小さくなることを報告している 6)。

コンクリートでの検討を行った本研究においても，同様

の理由により，圧縮強度の増加に寄与したと考えられる。 

本研究の結果を踏まえると，CO2 固定練混ぜ水を用い

ることで，所定の圧縮強度の確保に必要な単位セメント

量は No.3 の配合よりもさらに低減することも可能と考

えられ，さらなるCO2削減に繋がることも期待できる。 

曲げ強度を図－3，割裂引張強度を図－4 にそれぞれ

示す。CO2 固定練混ぜ水を用いたコンクリートの曲げ強

度および割裂引張強度は，上水道水を用いた場合と比べ

て，いずれの材齢においてもほぼ同等の値を示した。曲

表－4 スランプおよび空気量の試験結果 

No. 

練混ぜ

水の種

類 

W/P 

(%) 

化学混和剤 

(C×%) 
スラ

ンプ 

(cm) 

空

気

量 

(%) 

SP HWR AE 

1 上水道

水 

55.0 － 1.0 0.002 
12.0 5.0 

2 CO2 固

定練混

ぜ水 

47.0 1.2 － 0.002 11.0 4.3 

3 55.0 1.0 － 0.002 
11.5 5.8 

 

表－3 試験項目および試験方法 

試験項目 試験方法 備考 

スランプ試験 JIS A 1101 

練上がり 3分後 空気量 JIS A 1128 

コンクリート温度 JIS A 1156 

圧縮強度試験 JIS A 1108 

材齢 7，28，91日 曲げ強度試験 JIS A 1106 

割裂引張強度試験 JIS A 1113 

凍結融解試験 
JIS A 1148  

A法 

材齢 28日で試験開始 

促進中性化試験 JIS A 1153 

促進期間：7，28日 

促 進 条 件 ：CO2 濃 度

5%，温度 20℃，相対湿

度 60% 

塩分浸漬試験 JSCE-G572 
浸漬期間：91日 

浸漬条件：10%NaCl溶液 

断熱温度上昇試験 － 
空気循環式断熱温度上昇

試験装置で測定 

長さ変化試験 JIS A 1129 材齢 7日で試験開始 

 

 

図－2 圧縮強度 
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げ強度および割裂引張強度は，セメントペーストの空隙

率ではなく，その硬化組織自体の強度に依存すると推測

される。このため，CO2 固定練混ぜ水を用いることは，

硬化組織自体の強度を大きく変化させる効果はないと考

えられる。 

3.3 凍結融解抵抗性 

 凍結融解試験における相対動弾性係数および質量減少

率の試験結果を図－5にそれぞれ示す。CO2固定練混ぜ 

 

水を用いた場合でも，凍結融解 300 サイクル後の相対動

弾性係数は 90%を確保しており，上水道水を用いた場合

とほぼ同等であった。また，質量減少率もほぼ同等の値

を示しており，CO2 固定練混ぜ水を用いることが，凍結

融解抵抗性に及ぼす影響は小さいと推察される。 

3.4 中性化に対する抵抗性 

 促進中性化試験の結果を図－6 に示す。CO2 固定練混

ぜ水を用いたコンクリートの中性化深さは，上水道水を

用いた場合に比べて小さくなっており，中性化に対する

抵抗性が向上する結果が得られた。圧縮強度が増加した

理由と同様，CO2 固定練混ぜ水を用いることで，硬化組

織が緻密化したため，中性化に対する抵抗性が大きくな

ったと推測される。 

 促進中性化期間 28 日の供試体に対しフェノールフタ

レインを噴霧した際の呈色状況を写真－2 に示す。CO2

固定練混ぜ水を用いた場合でも，上水道水の場合と同様

に，未炭酸化領域ではフェノールフタレインによる全体

的な呈色が認められた。本研究で用いた程度の Ca(OH)2

濃度であれば，練混ぜ水中に生成する CaCO3 の量によ

って，フェノールフタレイン噴霧による未呈色域を示す

  

図－3 曲げ強度                   図－4 割裂引張強度 

 

   

(a)相対動弾性係数                         (b)質量減少率 

図－5 凍結融解試験結果 
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図－6 促進中性化試験結果 
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結果とならなかった。すなわち，鉄筋腐食を促進するよ

うな過度のコンクリートの中性化を引き起こすものでは

ないことが確認できた。 

3.5 塩分浸透抵抗性 

 浸漬期間 91 日の塩分浸漬試験結果を図－7 に示す。

CO2 固定練混ぜ水を用いた場合(試験ケース No.2)の塩分

浸透深さは 17.8mm であり，上水道水を用いた場合の

19.8mm と比べて小さい値を示した。促進中性化試験の

結果と同様，硬化組織が緻密になったため，塩分浸透抵

抗性が大きくなったと推測される。 

3.6 断熱温度上昇 

 断熱温度上昇試験の測定結果を図－8 に示す。CO2 固

定練混ぜ水を用いた場合(試験ケース No.2)の温度上昇量

は 43.1℃であり，上水道水を用いた場合(No.1)の 41.9℃

とほぼ同等の結果を示した。試験ケース No.1 と No.2 は，

単位セメント量が同じであり，本研究の範囲では，練混

ぜ水中に含まれる CaCO3 が断熱温度上昇に与える影響

は小さいと考えられる。 

3.7 長さ変化率 

長さ変化率の測定結果を図－9 に示す。CO2 固定練混

ぜ水を用いた場合(試験ケース No.2)の長さ変化率は，上

水道水を用いた場合(No.1)に比べて低減できる結果であ

った。No.2 は，No.1 に比べて，コンクリート中に含ま

れる純粋な水の量が少ないことから，長さ変化率が小さ

くなったと考えられる。 

以上より，CO2 固定練混ぜ水を用いたコンクリートの

強度特性および耐久性は，通常の上水道水を用いたコン

クリートと比べて同等ないしはそれ以上であり，品質と

して問題ないことが確認できた。 

 

4. CO2排出量削減効果の試算 

 CO2固定練混ぜ水を用いたコンクリートの CO2削減効

果について試算した。対象とした配合は本研究の検討で

    

(a)上水道水_WP55%（試験ケース No.1）  (b)CO2固定練混ぜ水_WP47%（試験ケース No.2） 

写真－2 促進中性化期間 28日の供試体に対しフェノールフタレインを噴霧した際の呈色状況 

 

  

 図－7 塩分浸漬試験結果            図－8 断熱温度上昇試験結果 
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図－9 長さ変化率の測定結果 
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同等の品質が確認できた試験ケース No.1 と No.3 とした。 

水，セメントおよび骨材を製造する際のCO2排出量は

既往の文献 7)を参考に表－5 に示す値とした。消石灰(粉

体の Ca(OH)2)の CO2排出量は，資料 8)に示される消石灰

および生石灰製造時の CO2原単位である 428kg- CO2/t-石

灰石を用いた。モル質量の観点から消石灰 1t の製造に

は原料の石灰石を 1.35t 消費することを考慮して，CO2

原単位を 1.35 倍した 578kg-CO2/t-消石灰とした。 

これら材料ごとのCO2排出量に対し，コンクリート製

造時の単位量を乗じてコンクリート 1m3あたりの材料ご

との CO2排出量を算出した。ただし，コンクリート 1m3

あたりの Ca(OH)2量(𝐶𝐻𝑐𝑜𝑛)および CO2固定量(CO2 con)は，

式(1)および式(2)により練混ぜ水中で生成した CaCO3 を

それぞれ換算することで求めた。 

CHcon =  Cccon ×  Ca(OH)2 CaCO3⁄            (1) 

CO2 con =  Cccon × CO2 CaCO3⁄            (2) 

ここに， Cccon ：CaCO3 量(18kg/m3-con)，Ca(OH)2：

Ca(OH)2 の分子量 74.08g/mol，CO2：CO2 の分子量

44.01g/mol，CaCO3：CaCO3の分子量 100.09g/mol 

コンクリート 1m3あたりの CO2排出量は，材料ごとの

CO2排出量の積算から CO2固定量を差し引くことで求め

た。なお，本検討では使用材料の製造時に排出される

CO2のみを対象とし，練混ぜ水への CO2注入，練混ぜ，

運搬，施工過程で排出されるCO2は試算に含めていない。 

CO2 排出量の試算結果を表－6 に示す。CO2 固定練混

ぜ水を用いたコンクリートは，CO2 排出量を約 14kg/m3

削減できると試算された。消石灰製造時のCO2排出量は

練混ぜ水に固定するCO2とほぼ同等であり，単位セメン

ト量を少なくした分，CO2 排出量を削減することができ

た。 

 

5. まとめ 

 CO2 固定練混ぜ水を用いたコンクリートの基礎的性質

について検討した。得られた知見を以下に示す。 

(1) CO2 固定練混ぜ水を用いたコンクリートは，上水道

水の場合と比べて材齢 28 日以降の圧縮強度が増加

し，曲げ強度および割裂引張強度は同等であった。 

(2) CO2 固定練混ぜ水を用いたコンクリートの凍結融解，

中性化，塩分浸透に対する抵抗性や長さ変化率な

どは，上水道水の場合と比べて同等ないしはそれ

以上であった。 

(3) CO2 固定練混ぜ水を用いることで，上水道水を用い

た通常のコンクリートと同等の品質を確保したう

えで CO2排出量を約 14kg/m3削減可能と試算された。 

 今後は，建設現場で発生するスラッジ水にCO2を注入

したものを練混ぜ水として活用する方法や，実工事への

適用を想定して，CO2 を注入した練混ぜ水の製造設備な

どの検討を行っていく予定である。 
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表－5 各材料の CO2排出量の原単位 

CO2排出量(kg-CO2/t) 

W C Ca(OH)2 S G 

0 757.9 578 3.5 2.8 

 

表－6 CO2排出量の削減効果の試算結果(単位：kg-CO2/m3-con) 

No. 試験ケース 
CO2 

固定量 

CO2排出量 合計 

W C Ca(OH)2 S G 

1 上水道水 WP55% 0 0 220.5 0 2.9 2.9 226.3 

3 
CO2固定練混ぜ水

WP55% 

△7.9 0 206.9 7.7 2.9 2.9 212.5 
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